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第１章 本計画の位置付け及び想定する災害 

 

１. 本計画の位置付け及び改正について 

 

 首都直下地震等、業務の継続を脅かすリスクが発生した場合においても、内閣の重要政

策に関する内閣の事務を助けることを任務とし、ことに我が国における災害応急対策等を

所掌している内閣府本府は、可能な限りその諸機能を維持することが求められており、万

一、その一部の機能が停止した場合においても、可及的速やかに当該機能を復旧する必要

がある。 

 このため、内閣府本府においては、首都直下地震対策大綱（平成１７年９月２７日中央

防災会議決定）等を踏まえて平成２０年に本計画を策定し、運用してきたところである。 

その後、平成２３年３月１１日の東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２５年１２月２７

日に施行された首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法律第８８号）第５条第１項で、

政府は、首都直下地震が発生した場合における国の行政中枢機能の維持に係る緊急対策実

施計画を定めなければならないこととされており、当該計画においては「政府全体の見地

からの政府の業務の継続に関する事項」等を定めるべきこととされた。 

これを受けて、平成２６年３月には、「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」（平成２

６年３月２８日閣議決定。以下「政府ＢＣＰ」という。）が定められ、各府省等は、政府Ｂ

ＣＰに基づき、首都直下地震発生時において政府として維持すべき所掌事務を非常時優先

業務として位置付け、これに必要な執行体制、執務環境等を定める中央省庁の業務継続計

画を作成すべきものとされた。 

このため、各府省の業務継続計画を政府ＢＣＰに基づき見直す必要性が生じたこと、中

央合同庁舎第８号館が竣工（平成２６年３月）し、平成２６年秋までに多くの部局の執務

室が８号館に移転したこと等の状況の変化を踏まえ、平成２７年３月に本計画の改正が行

われた。 

その後、しばらく本計画の改正は行われてこなかったが、いわゆるスリム化法による内

閣官房・内閣府の業務の見直しが行われたこと等に伴い、内閣府本府の機構・所掌事務も

変わってきていることや、インフラの変化等を踏まえ、今般必要な見直しを行うこととし

た。 

職員においては、職員及び家族等の生命・身体の安全確保を最優先としつつ、内閣府本

府の機能維持・速やかな復旧が可能となるよう、平常時から本計画の理解に努められたい。 

なお、今般の見直し後も、更に様々な事態に対応が可能であるように想定の幅を広げる

ことや、変化し続けていく内閣府本府の機構・所掌事務、職員の構成等に対応していくた

め、今後も不断の見直しが必要である。内閣府本府においては、本計画について、実施・

運用、教育・訓練、幹部以下による見直し等を通じ、一層実効性を高めるよう継続的な改

善を行っていくこととする。 
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２. 本計画の想定する災害及び被害想定について 

 

（１） 本計画の想定する災害について

 本計画においては、政府ＢＣＰに沿って、中央防災会議防災対策実行会議首都直下地震

対策検討ワーキンググループ（以下「首都直下ＷＧ」という。）から示された「首都直下地

震の被害想定と対策について（最終報告）」（平成２５年１２月）において想定された首都

直下地震（都心南部直下地震）1を想定することとする。 

 

ア 想定災害の概要 

 具体的に想定する災害の概要は、下記の通りとする。 

 

＜想定する災害の概要2＞ 

 ・都心南部直下地震 

（モーメントマグニチュード７．３） 

 ・最大震度７（震度分布は右図） 

 ・被害想定（人的物的被害の概要） 

  －地震の揺れによる被害 

    全壊家屋約 175,000棟 

建物倒壊による死者最大約 11,000人 

  －市街地火災の多発と延焼 

    焼失最大約 412,000棟、建物倒壊等と合わせ最大約 610,000棟 

    死者最大約 16,000人 、建物倒壊等と合わせ最大約 23,000人 

    －インフラ・ライフライン等の被害（略） 

  －経済的被害 合計約 95兆円 

（うち建物等の直接被害約 47兆円、生産・サービス低下による被害約 48兆円） 

 

イ 想定する状況 

 本計画では、想定する首都直下地震が発生する日時により、想定状況を２つの場合に分

けて考えていくこととする。 

 

想定状況A：都心南部直下地震が、休日（閉庁日）の夕方、午後６時に発生した場合。 

想定状況B：都心南部直下地震が、平日の昼１２時（通常の勤務時間内）に発生した場合。 

 

 

 

                                                 
1 なお、首都直下ＷＧでは、最悪の事態に備える観点から、都心直下型地震に加えて相模トラフ沿いの
海溝型のＭ８クラスの地震（大正関東大震災タイプ）について、当面発生する可能性は低いものの、長

期的な防災・減災対策の対象として考慮することとしている。 
2 出典：「首都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告の概要」（平成 25年 12月 19日） 



  3  
 

（２） 本計画における被害想定について 

 

ア 被害想定に当たっての考え方 

  この点、首都直下ＷＧ最終報告では、総理大臣官邸や中央省庁の庁舎が主に立地する

東京都千代田区永田町、霞が関等の地区は、周辺の低平地と比較して、相対的に固い地

盤上にあり、地震動の増幅が小さい領域に位置するため、耐震基準に適合している建物

において倒壊等の大きな損傷が発生する可能性は低いものとされている。また、この地

区は、電力、通信・情報システム、上下水道等が被災した場合でも、各事業者が優先的

に復旧することとなっている地区であり、地震に対する一定の強靱性を有している地区

と評価している。 

  しかしながら、政府ＢＣＰにおいては、首都直下ＷＧにおいて想定された震度分布や

被害様相を念頭に置いた上で、政府がどのような事態に対しても、首都中枢機能の維持

を図り、国民生活及び国民経済に及ぼす影響を最小化するため、業務体制を維持する必

要性があることに鑑み、特に不確実性が高い項目については、上記の強靱性の評価にか

かわらず、より過酷な被害様相を呈することを想定することとしている。 

  これを踏まえ、本計画においても、政府ＢＣＰと同様の考え方に沿って、具体的には

下記の被害を想定することとする。 

 

① 停電、商用電話回線の不通及び断水は、１週間継続する。 

② 下水道の利用支障は、１か月継続する。 

③ 地下鉄の運行停止は、１週間継続する。ＪＲ及び私鉄の運行停止は、１か月継

続する。 

④ 主要道路の啓開には、１週間を要する。 

 

イ 具体的被害想定 

 首都直下地震の発生に伴い、内閣府本府の庁舎やいわゆるインフラに発生する被害は、

概ね下記のとおりであると想定される。 

 

① 庁舎3 

平成２６年３月に竣工した中央合同庁舎第８号館や平成２２年１２月に免震工事を行

った内閣府本府庁舎等については、倒壊の可能性は低く、点検・片付け後に執務室の使

用が可能と考えられる。 

部局が入居する民間ビルを含むその他の庁舎についても、構造体の部分的な損傷は生

じるが、補修等により使用可能な範囲の被害に止まると考えられる。 

                                                 
3 なお、政府ＢＣＰにおいては、総理大臣官邸及び中央省庁の庁舎の一部が使用不能となることも想定
することとされているが、内閣府本府（中央合同庁舎第８号館及び内閣府本府庁舎）は想定される首都

直下地震に対しても十分な耐震・免震構造を備えており倒壊し全く使用不能となる可能性が低いことか

ら、同庁舎が万が一倒壊して使用不能になる最悪の事態の想定については、引き続き検討することとす

る。 
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② 電力 

１週間は電力事業者からの電力供給が停止するものと想定しているが、中央合同庁舎

第８号館及び内閣府本府庁舎については、非常用電源設備により７日間程度は一部照明

が使用できる上、特に中央合同庁舎第８号館については、通常執務室においても非常用

コンセントの使用が可能である。 

その他の国の庁舎については、使用できる照明の量、使用可能時間がより短く、非常

用コンセントの使用ができない庁舎もある。 

民間ビルについては、非常用の照明が使用できる場合も使用できる時間は短く、電子

機器も使用できないと想定することが適当。 

 

③ 情報システム 

十分な耐震・免震構造を備え、非常用電源設備からの電力供給も確保された拠点にサ

ーバ等を設置していることから、内閣府ＬＡＮ（インターネット閲覧、電子メール利用、

共有ドライブ利用）が即座に停止する可能性は低い。主要拠点間を結ぶネットワーク回

線網も冗長化構成としており、電力供給が確保される拠点においては、点検後に継続利

用が可能と考えられる。 

さらに、内閣府ＬＡＮが停止した場合に備えて、災害時用ネットワーク（インターネ

ット閲覧、災害時用Ｗｅｂサイト、災害時用電子メール及びバックアップセンタの共有

ドライブ利用）と災害時用端末による限定的な利用環境も整備している（有線回線接続

は中央合同庁舎第８号館８階会議室に限る。）。 

 

④ 電話 

商用電話回線の不通は停電とともに１週間継続することが見込まれるため、一般の電

話や携帯電話（通話）は停波や輻輳等によりほとんどつながらない状況になると考えら

れる。 

中央合同庁舎第８号館及び中央合同庁舎第４号館においては、非常用電源設備からの

電力供給により、7日間程度使用が可能。内線については使用可能と考えられる。 

民間ビルを含めその他の庁舎については、電話交換機にバッテリーが付いていないた

め電話が使用できなくなるところや、付いていても数時間しか使用できないところが多

い。 

  発災時の通信手段としては、中央防災電話、衛星携帯電話、電子メール（送受信可能

だが遅延すると想定されている）等が考えられる。 

 

⑤ 上下水道、トイレ 

中央合同庁舎第８号館及び内閣府本府庁舎については、入水タンクに入居職員７日分

の給水量を確保するとともに、７日分の排水を貯留できる災害時要緊急排水槽等が設置

されている。 

  その他の庁舎については、上水の確保や、排水槽の設置が行われているところもある
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が、給水量・貯留量は半日から１日分程度のところが多い。 

  迎賓館等は、排水槽はないものの、トイレが下水道と直結しており、電力があれば使

用可能（下水道の利用支障は１か月継続するが、電力は１週間で復旧が見込まれる。）。 

 

 

第２章 業務継続の体制及び実施する業務 

 

１． 平常時の取組 

 

（１）非常時優先業務及び管理事務について 

  まず、被災後の人的・物的に資源が限られた状況であっても必ず実施しなければなら

ない業務を「非常時優先業務」として整理する。 

政府ＢＣＰにおいては、首都直下地震の発生直後から、被害状況、我が国の経済及び

国民生活への影響等の事態や、参集する職員数の推移に応じ、政府全体の見地から、政

府として維持すべき必須機能に該当する６種類の非常時優先業務を定めるとともに、政

府として維持すべき必須の機能に該当するものであって、中央省庁において非常時の判

断を的確に行うことが求められる業務についても非常時優先業務として定めることと

されている。 

これを踏まえ、内閣府本府における非常時優先業務についても、同様の整理に基づき、

次項で述べる考え方に基づき抽出を行う。 

   また、これら非常時優先業務を遂行するために必要な組織管理、庁舎管理等の事務（以

下「管理事務」という。）の事業継続も不可欠である。 

  具体的には、内閣府本府の各庁舎において、１週間にわたり停電し、断水し、及び外

部から食料等の補給が行われない状況で、非常時優先業務又は管理事務を担当する職員

が交代により非常時優先業務又は管理事務を実施することができる体制の整備を目指

すこととする。 

 

（２） 非常時優先業務の抽出に当たっての考え方 

  政府ＢＣＰにおいては、具体的には、首都直下地震発生時において政府として維持す

べき必須の機能である①内閣機能、②被災地域への対応、③金融・経済の安定、④国民

の生活基盤の維持、⑤防衛及び公共の安全と秩序の維持並びに⑥外交関係の処理に該当

する所掌事務を非常時優先業務として位置付けるものとされている。 

  非常時優先業務の抽出に当たっては上述の６種類の分類を踏まえた業務一覧を作成の

上、発災時から、目標とする業務実施水準に達するまでの経過時間毎に、影響の重大性

を、社会への影響（国民の生命・身体・財産への危険、国家の信用など）、法令・規則・

契約義務・信義則等への違反の有無、府内又は他省庁等の他の行う業務への影響、等の

観点から評価・分析する。 

そして、２週間以内に目標とする業務実施水準に到達できなければ下記表のレベルⅢ

以上の影響となる業務を、非常時優先業務として抽出することとする。 
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表 影響の重大性のレベル 

影響の重大性 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

軽微 小さい 中程度 大きい 甚大 

対象とする目

標レベルに到

達していない

ことに伴う代

表的な影響の

内容 

 

 

対象とする目

標レベルに対

象時間まで到

達しなかった

ことによる社

会的影響はわ

ずかにとどま

る。 

ほとんどの人

は全く影響を

意識しないか、

意識をしても

その行政対応

は許容可能な

範囲であると

理解する。 

対象とする目

標レベルに対

象時間まで到

達しなかった

ことにより若

干の社会的影

響が発生する。 

しかし、大部分

の人はその行

政対応は許容

可能な範囲で

あると理解す

る。 

対象とする目

標レベルに対

象時間まで到

達しなかった

ことにより社

会的影響が発

生する。 

社会的な批判

が一部で生じ

得るが、過半の

人はその行政

対応は許容可

能な範囲であ

ると理解する。 

対象とする目

標レベルに対

象時間まで到

達しなかった

ことにより相

当の社会的影

響が発生する。 

社会的な批判

が発生し、過半

の人はその行

政対応は許容

可能な範囲外

であると考え

る。 

対象とする目

標レベルに対

象時間まで到

達しなかった

ことにより甚

大な社会的影

響が発生する。 

大規模な社会

的批判が発生

し、大部分の人

はその行政対

応は許容可能

な範囲外であ

ると考える。 

 

（３）参集要員の指定 

  非常時優先業務を実施する部局においては、首都直下地震が通常の勤務時間以外の時

間に発生した場合に勤務地へ参集することができる職員の人数について、以下の想定に

基づく調査を行い、時間別に把握しておくものとする。 

また、調査結果を踏まえ、非常時優先業務を実施する部局においては、非常時優先業

務又は管理事務を継続するために必要な職員を、あらかじめ参集要員として指定するも

のとし、当該業務に従事する職員の氏名、担当する事務の内容等を記載した名簿を作成

しておく。当該職員の異動があった場合や非常時優先業務を見直すことが必要となった

場合などには、速やかに新しい参集要員の指定及び名簿の見直しを行うものとする。 

なお、非常時優先業務の実施にあたっては、参集することが基本と考えるが、参集す

べき者がどうしても参集出来ない場合には、テレワークによる業務遂行も検討する。 

 

 ア 参集が不可能な職員 

   職員のうち１割は、自ら及び家族の死傷等により参集及びテレワークが不可能なも

のと想定する。 

 

 イ 参集可能職員の条件設定 

○ 10km圏内に居住する職員 

徒歩参集速度を障害物による迂回、休憩の時間等に鑑み２ｋｍ／ｈとする。家族等

の安否確認等に時間を要すると仮定し、参集開始時刻を 12時間後、24時間後、48

時間後として、それぞれ３割ずつ参集可能と想定する。 

残りの１割については、直ちに参集可能とする。 
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○ 10km～20km圏内に居住する職員 

徒歩参集速度を障害物による迂回、休憩の時間等に鑑み２ｋｍ／ｈとする。10km

圏内の場合と同様家族等の安否確認等に時間を要すると仮定し、参集開始時刻を

12時間後、24時間後、48時間後として、それぞれ３割ずつ参集可能とした上で、

10km を超えて、距離が１km 遠くなるごとに、１割ずつ徒歩参集できない職員が

増加するものとする。 

上記徒歩参集できない職員は徒歩ではなく鉄道で参集するものとし、具体的には

下記 20km圏外の職員と同様、発災後１週間以降に、最寄りの地下鉄駅から地下鉄

を用いて登庁するものと想定する4。 

 

○ 20km圏外に居住する職員 

鉄道により参集するものとする。発災後１週間以降に、最寄りの地下鉄駅から地下

鉄を用いて登庁するものと想定する。最寄りの地下鉄駅が居住地から 10km以上離

れている場合は１か月登庁できないものと想定する。 

 

 ウ 参集に関して特別な措置を講じている場合の取扱いについて 

危機管理宿舎に入居している職員など、発災後あらかじめ定められた時間内での参

集が義務づけられている職員などについては、上記によらず、一定時間内での参集が

可能であるものとする。 

 

（４）安否確認体制の構築 

全ての職員及びその家族（同居する親族）の安否確認が一括して行えるよう、民間企

業が提供する安否確認サービスを利用した確認体制を大臣官房人事課職員係において

適切に運用していく。 

各部局においては、非常時に連絡のつかない職員が発生しないよう、人事異動期等に

おいても常に職員の連絡網を最新の状態に保つよう努める。 

 

２． 非常時の体制 

 

（１）業務継続計画の発動基準 

  原則として、東京２３区内で最大震度６強以上の地震が発生した場合、本計画（第２

章３．発災時の行動）は自動的に発動するものとする。 

 

（２）内閣府本府災害対策本部の設置 

  東京２３区内で最大震度６強以上の地震が発生した場合、事務次官を本部長とする内

閣府本府災害対策本部が設置されるものとする。 

  本部の構成員は、速やかに参集の上、大臣等及び職員の安否情報、庁舎及び内閣府Ｌ

                                                 
4地下鉄の運行停止は発災１週間後まで、ＪＲ及び私鉄の運行停止は、発災１か月後まで継続する

ものと想定しているため（３頁参照）。 
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ＡＮの被害状況を収集するとともに、非常時優先業務の実施に向けた方針を確認し、必

要な指示を行う。 

  各部局は、本部の求めに応じて、上記の安否情報、被害状況、非常時優先業務の実施

状況等について報告を行うこととする。 

  本部は、内閣府本府の被災状況及び今後の対処方針等について公表するための広報体

制を確立し、準備が整い次第、必要な情報発信を行う（首都直下地震全体の被害状況及

び対応については防災担当等が行うため、本部の行う発信はその他の内閣府本府の所掌

事務に係る事柄に限る。）。 

  本部の構成員等は、別に定める。 

 

（３）職務の代行等 

内閣府本府災害対策本部の本部長（事務次官）が不在である場合は、次の表のとお

り、職務を代行する。 

順位 役職 

第一順位 大臣官房長 

第二順位 大臣官房総務課長 

   

各部局においては、非常時における混乱を防止し、非常時優先業務等を円滑に遂行

するため、参集要員の指定及び名簿の作成の際、あらかじめ職務代行者やその権限範

囲、代行順位等を定めて指揮命令系統を明確にするなどの措置を講じる。 

  職務代行者の検討に当たっては、単純な役職の序列等によるのではなく、業務を遂行

するために必要な知見や経験を有しているか、代行前にどのような職務を担当してい

たかといった観点から、また部局の実情に応じて検討する必要があり、例えば、次の

ような形で整理することが望ましい。 

 

職務代行順位表（例） 

職名 名前 代行職務 連絡先 

〇〇局長 〇〇 〇〇  住所 

職場電話番号 

自宅電話番号 

携帯番号 

メールアドレス 

総務課長 

（第１順位） 

〇〇 〇〇 〇〇局の業務の統括

に関すること。 

略 

総括課長補佐 

（第２順位） 

〇〇 〇〇 〇〇局の業務の統括

に関すること。 

略 

 

（４）非常時優先業務の内容 

内閣府本府における主な非常時優先業務の内容について、以下の表－１、表－２のと
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おり整理する。 

先述の通り、政府ＢＣＰにおいては、首都直下地震発生時において政府として維持す

べき必須の機能である①内閣機能、②被災地域への対応、③金融・経済の安定、④国民

の生活基盤の維持、⑤防衛及び公共の安全と秩序の維持並びに⑥外交関係の処理に該当

する所掌事務を非常時優先業務として位置付けるものとされている。 

この点、内閣府においては、政府全体の災害対策を担う政策統括官（防災担当）が①

内閣機能（災害応急対策）及び②被災地域への対応の中心となる諸制度を所管している。

また、政策統括官（防災担当）以外にも、大臣官房総務課が緊急災害対策本部設置の閣

議決定に係る手続（①内閣機能）を担うなど、一部の部局が非常時優先業務を有してい

る。 

 

表―１ 政策統括官（防災担当）が行う主な非常時優先業務 

目標レベルに

達する時間 
非常時優先業務 

３時間以内 ①内閣機能に関する業務 

・８号館における総合防災情報システムの運用業務 

・首都直下地震発災後の官邸における初動対応業務 

・首都直下地震発災後の８号館における初動対応業務 

・緊急災害対策本部事務局としての業務 

②被災地域への対応に関する業務 

・ＩＳＵＴ（災害時情報集約支援チーム）に係る業務 

６時間以内 ①内閣機能に関する業務 

・防災担当大臣記者会見対応 

2.5日以内 ②被災地域への対応に関する業務 

・被災者生活再建支援制度の適用支援に係る業務 

・特定非常災害の政令指定に係る業務 

・激甚災害の政令指定に係る業務 

・被災者に対する各種支援措置の活用の促進に係る業務 

３日以内 ②被災地域への対応に関する業務 

・災害救助法の適用支援に係る業務 

・被災者の避難生活における避難所の良好な環境確保に係る業務 

・避難行動要支援者の支援に係る業務 

１週間以内 ②被災地域への対応に関する業務 

・物資調達・輸送調整に係る業務 

・災害ボランティア支援に係る業務 

・住家の被害認定業務の支援に係る業務 

・復興業務体制の確立に係る業務 

 

表―２ 政策統括官（防災担当）以外の部局が行う主な非常時優先業務 
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目標レベルに

達する時間 
非常時優先業務 

３時間以内 ① 内閣機能に関する業務 

・閣議案件の処理（緊急災害対策本部設置等に係る事務等） 

・官報発行業務 

７時間以内 ④ 国民の生活基盤の維持に関する業務 

・災害による食品の安全性への影響に関する情報収集・情報発信 

３日以内 ②被災地域への対応 

・幼保連携型認定こども園及び企業主導型保育園の人的被害、物的被害

の確認並びに職員不足への対応 

③金融・経済の安定 

・発災直後に取られた経済財政政策に関わる措置の確認・共有 

２週間以内 ②被災地域への対応 

・災害時における被災状況を踏まえた公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の運用等 
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（５）管理事務の内容 

災害発生後に継続するべき主な管理事務の内容等について、以下の表－３のとおり整

理する。 

 

表－３ 主な管理事務 

発災後 管理事務 

１時間以内 ・大臣、副大臣、大臣政務官及び大臣補佐官等の安否確認 

・内閣府本府災害対策本部の庶務 

３時間以内 ・内閣府管理庁舎の安全確認 

・内閣府特命担当大臣の記者会見対応 

５時間以内 ・内閣府ＬＡＮの状況確認 

１５時間以内 ・緊急用Ｗｅｂサイトの立ち上げ 

１日以内 ・職員及びその家族の安否確認 

 

３．発災時の行動 

 

災害の発生に際し、参集要員、非参集要員、各部局、大臣官房が取るべき行動について

は概ね以下の通りとする。 

 

（１）想定状況Ａの場合（休日（閉庁日）夕方発災） 

【参集要員】 

・本人・家族の安全を確保し、安否確認システムに速やかに応答し安否を報告する。 

・速やかに参集、またはテレワークにより、非常時優先業務又は管理事務（以下「非常

時優先業務等」という。を遂行する。 

・参集時には、可能な限り本人用の飲食物を持参する。 

・家族等を避難所に避難させる必要がある、自宅周辺での救出・救助活動が必要である

など、やむを得ず参集できない場合は、速やかに所属長に状況を連絡し、指示を受け

るものとする。 

【非参集要員】 

・本人・家族の安全を確保し、安否確認システムに速やかに応答し安否を報告する。 

・徒歩等による参集が可能な職員については、家族の安否を確認したのち、状況に応じ

て参集し、またはテレワークにより、参集要員が行う非常時優先業務等の支援にあた

るなど、積極的に行動する。 

・徒歩等による参集、またはテレワークが不可能な職員については、公共交通機関が復

旧するまでの間、連絡が取れるよう留意して自宅等で待機し、状況把握に努めつつ上

司からの指示を待つ。 

・待機の間、自宅周辺での救出・救助活動、避難者支援に携わるなど、地域貢献、地元

自治体への協力に積極的に取り組む。 
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【各部局】 

・安否確認システムで把握できない職員及びその家族の安否確認を行い、大臣官房人事

課職員係に報告する。 

・やむを得ず参集できない又はテレワークできない参集要員について、代替要員の調整

を行う。 

・参集要員に過度の負担がかからないよう、随時他の職員と交代させる。 

【大臣官房】 

・大臣官房総務課は、大臣、副大臣、大臣政務官及び大臣補佐官並びに関係者の安否確

認を行うとともに、内閣府本府災害対策本部を設置（構成員に対して設置及び参集を

連絡）し、府内の連絡体制を確立する。 

 また、大臣等の安否確認後は他の大臣官房各課、各部局と連携し、大臣等の登庁支援、

大臣等への状況の報告、大臣と部局との間の連絡支援、大臣等の執務環境の整備等、

大臣等のサポートに努めるものとする。 

・大臣官房人事課職員係は、職員及びその家族の安否に関する情報を集約する。 

・大臣官房会計課管理第一係・管理第二係は、庁舎等の被害状況を確認する。 

・大臣官房サイバーセキュリティ・情報化推進室は、内閣府ＬＡＮの被害状況及び情報

セキュリティ機能が正常に働いていることを確認するとともに、必要がある場合には、

運用・保守事業者との連携のもと、平常時と同等の機能への復旧を行う。 

 

（２）想定状況Ｂの場合（平日昼発災） 

【参集要員】 

・家族の安否を確認し、非常時優先業務等を遂行する。職務のため外出中である場合に

は、速やかに職場へ戻ることとする。 

・連絡がとれない家族等の安否確認や、安否確認の結果緊急に帰宅して対処に当たる必

要のあるやむを得ない事情がある場合には、安全の確保を前提に上司の許可を受けて

帰宅することが出来る。帰宅後は、随時上司に状況を報告し、その指示を受けて行動

することとする。 

【非参集要員】 

・帰宅困難者の大量発生により帰宅経路上での混乱が予想されることから、帰宅経路上

の混乱が落ち着くか、公共交通機関についての情報が明らかになるまでの間はむやみ

に移動しない。 

・家族の安否を確認した後、庁舎内の復旧事務、非常時優先業務等の支援、庁舎周辺地

域の救出・救助活動、避難者支援に従事する。 

・非常時優先業務等及びその支援に従事させる必要がないと判断した職員については、

上司の判断で退庁を許可することとする。 

【各部局】 

・安否確認システムで把握できない職員及びその家族の安否確認を行い、大臣官房人事

課職員係に報告する。 

・やむを得ず非常時優先業務等を遂行できない参集要員について、代替要員の調整を行
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う。 

・参集要員に過度の負担がかからないよう、随時他の職員と交代させる。 

【大臣官房】 

・大臣官房総務課は、大臣、副大臣、政務官及び大臣補佐官並びに関係者の安否確認を

行うとともに、内閣府本府災害対策本部を設置（構成員に対して設置及び参集を連絡）

し、府内の連絡体制を確立する。 

 また、大臣等の安否確認後は他の大臣官房各課、各部局と連携し、大臣等の登庁支援、

大臣等への状況の報告、大臣と部局との間の連絡支援、大臣等の執務環境の整備等、

大臣等のサポートに努めるものとする。 

・大臣官房人事課職員係は、職員及びその家族の安否に関する情報を集約する。 

・大臣官房会計課管理第一係・管理第二係は、庁舎等の被害状況を確認するとともに、

各庁舎ごとに作成されている消防計画に基づき、必要に応じて職員を避難させ、大臣

官房厚生管理官室とともに、救護活動を行う。また、大臣官房厚生管理官室は、診療

所の職員に識別救急（トリアージ）を依頼するとともに、緊急を要する場合には医療

機関に搬送する。 

 ・大臣官房会計課用度第二係は、帰宅が困難となった職員に対して、備蓄物資の配布等

の必要な支援を行う。  

 ・大臣官房サイバーセキュリティ・情報化推進室は、内閣府ＬＡＮの被害状況及び情報

セキュリティ機能が正常に働いていることを確認するとともに、必要がある場合には、

運用・保守事業者との連携のもと、平常時と同等の機能への復旧を行う。 

 

４．帰宅困難者等への対応 

 

災害が発生した場合の帰宅困難者等への対応について、庁舎内の来訪者及び庁舎内外

の帰宅困難者等の一時収容場所として、中央合同庁舎第８号館１階講堂及びエントラン

スに受け入れスペースを確保する。 

また、庁舎内外の帰宅困難者等への災害情報の提供、備蓄物資の配布等について、非

常時優先業務等の実施に支障のない範囲内で、可能な限りの支援措置を講ずる 。 

 

５．内閣官房をはじめとする関係機関との連携 

 

  内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けることを任務とし、政策統括官（防災担当）

を中心に政府の災害対策の総合調整を担う内閣府本府において、首都直下地震の発生直

後から府省等相互の連携を強化することは非常に重要であり、必要に応じて内閣官房と

連携して総合調整を行い、非常時優先業務の総合的かつ一体的な実施を図るものとする。 

  特に、内閣官房との間では、発災時においても内閣の機能が支障なく維持されるよう、

大臣等のサポート、情報発信、職員又は執務室等の融通、庁舎や情報システムの補修、

国会対応などに努めることとする。 
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６．情報の発信 

 

  政府ＢＣＰにおいて、政府は、社会不安を解消し、国民の理解と協力を確保するため、

首都直下地震による被害状況、これに対して取られた措置の概要等の正確かつ迅速な情

報提供に努めるものとされている。 

  内閣府においても、内閣官房と密接に連携し、特命担当大臣の記者会見、内閣府ホー

ムページ、ＳＮＳ等による被害状況及びこれに対して取られた措置の迅速な周知に加え、

政府広報媒体等も積極的に活用し、国内外に対する的確な情報発信に努めるものとする。 

 

７．職員の融通 

 

（１）内閣府本府内での融通 

  各部局において、非常時優先業務等に従事する職員が不足した場合においては、当該

部局等の求めに応じ、他部局の職員の融通を検討するものとする。なお、融通に当たっ

ては、派遣元部局の非常時優先業務等の遂行に支障が出ないよう配慮しつつ、可能な限

り派遣先の業務を過去に経験した者を派遣することを考慮するものとする。 

 

（２）職員の他省への融通 

  政府ＢＣＰにおいては、政策統括官（防災担当）は、政府ＢＣＰに基づき、各府省等

が各府省等ＢＣＰを適正に遂行しているにもかかわらず、不測の事態が発生し、非常時

優先業務等に従事する職員が不足した場合において、さらに、当該府省等で可能な限り

職員の調整を行ってもなお不足するときには、当該府省等の求めに応じ、府省等横断的

な職員のあっせんを行うこととされている。 

  政策統括官（防災担当）から、内閣府本府の職員について他省に融通するよう依頼が

あった場合には、内閣府本府における非常時優先業務等の遂行に支障が生じない範囲で

協力するものとする。 

 

８．執務室等の融通 

 

（１） 内閣府本府内での融通 

  庁舎が被災し、業務継続が困難となった場合は、耐震性が高く被害が軽微であること

が想定される中央合同庁舎第８号館又は内閣府本府庁舎等の会議室・執務室等を当該被

災部局に融通し、業務を継続出来るよう措置を講ずるものとする。 

 

（２） 内閣法制局又は（独）国立印刷局への融通 

  内閣法制局においては、災害発生後に緊急に必要となる激甚災害政令や特定非常災害

政令等の法令審査業務その他の非常時優先業務を迅速に行う必要があり、（独）国立印刷

局においては、災害発生後、災害緊急事態の布告や政令の公布など政府から国民に対す

る様々な告示事項を迅速に官報に掲載する業務を行う必要があるなど、政策統括官（防
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災担当）の災害応急対策との関係が特に密接であり、両局が業務を継続することは、政

府全体の災害対策の迅速性を確保するために必要不可欠である。 

  この点、内閣法制局が使用する中央合同庁舎第４号館の会議室・執務室等が使用不能

となった、あるいは（独）国立印刷局の庁舎が使用不能となった場合において、内閣法

制局又は（独）国立印刷局から、中央合同庁舎第８号館の共用会議室等において業務を

継続したい旨要請があった場合については、両局の災害対応における重要な役割に鑑み、

次項（３）の他省への執務室の融通に優先して協力するものとする。 

 

（３） 他省への融通 

  政府ＢＣＰにおいては、政策統括官（防災担当）は、政府ＢＣＰに基づき、政府全体

の見地から、より緊急性の高い非常時優先業務等の執務環境を確保するため、各府省等

が中央省庁の庁舎で非常時優先業務等の全部又は一部を継続することが困難な場合に

おいて、当該府省等で執務室の確保を図ったにもかかわらず、なお執務室が不足すると

きには、当該府省等の求めに応じ、他の府省等の庁舎の一部を求めのあった府省等に融

通するためのあっせんを行うこととされている。 

  政策統括官（防災担当）から、内閣府本府の保有する庁舎（中央合同庁舎第８号館）

について他省に融通するよう依頼があった場合には、前２項による内閣府本府内での執

務室の融通及び内閣法制局又は（独）国立印刷局への融通を行った上でなお余裕があれ

ば、内閣府本府における非常時優先業務等の遂行に支障が生じない範囲で協力するもの

とする。 

 

第３章 業務継続力向上のための措置 

 

  先述のとおり、内閣府本府の各庁舎において、首都直下地震発生時に１週間にわたり

停電し、断水し、及び外部から食料等の補給が行われない状況で、非常時優先業務又は

管理事務を担当する職員が交代により非常時優先業務又は管理事務を実施することが

できるよう、庁舎の耐震安全化、電力及び通信・情報システムの確保、物資の備蓄等を

推進することとする。 

 

１． 庁舎の耐震安全化等 

 

（１）庁舎の耐震性について 

  内閣府本府各庁舎については、その中心的機能を担う中央合同庁舎第８号館及び内閣

府本府庁舎については、首都直下地震にも耐えうる耐震性を有しているものと考えられ

るが、永田町合同庁舎等については、倒壊には至らないと想定されるものの、一定期間

業務の継続が困難になるおそれがある。 

引き続き、首都直下地震発生時において、職員等の安全性の確保と非常時優先業務等

の遂行に必要な機能が維持されるよう、内閣府本府各庁舎の耐震安全性を確保するとと

もに、非常時優先業務等の内容に応じて要求される施設機能を確保するため、天井等の



  16  
 

非構造部材の耐震化等を含め、更なる措置を講ずるものとする。 

 

 

（２）設備の転倒防止対策等  

  災害発生時における負傷者発生の防止及び速やかな業務再開の観点から、執務室のオ

フィス家具やパソコンを始め、什器の固定を更に実施する。  

各部局においては、発災後の業務再開が円滑になるよう、普段から執務室の環境整備

に努める。 

 

２． 電力の確保 

 

引き続き、電力供給設備の多重化の検討を進めるとともに、非常用発電設備を有する

庁舎においては、非常時優先業務等を１週間程度継続するために必要な発電設備用の燃

料を確保する。 

 

３． 通信・情報システムの確保 

 

政府ＢＣＰにおいて、各府省等は、専用回線、衛星携帯電話等の複数の通信手段の確

保、通信網の冗長化等の措置を講ずるものとされていることを踏まえ、以下の措置を講

ずる。 

 

（１）電話 

  停電時でも電話が使用できるよう整備を進める。また、衛星携帯電話や、ＭＣＡ無線

の導入の可否について、検討を進める。  

 

（２）情報システム 

  主要拠点間を結ぶネットワーク回線網については、冗長化構成にて整備済みである。 

  災害時優先通信回線等の導入の可否について、引き続き検討を進める。 

 

４． 物資の備蓄 

 

引き続き、非常時優先業務等に従事する職員１週間分及び全職員３日分の食料、飲料

水、毛布、簡易トイレ等の物資の備蓄を進める。 

備蓄物資の配布に当たっては、内閣総務官室と協力の上、職員全体に適正に行きわた

るよう配慮するとともに、来訪者及び帰宅困難者にも配布できるように考慮するものと

する。 
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５．代替庁舎の検討 

 

  政府緊急災害対策本部が立川広域防災基地等に置かれる場合に備えて、引き続き、非

常時優先業務を実施するための代替庁舎、立川広域防災基地周辺における代替庁舎の確

保、代替庁舎への円滑な参集の方法等を検討する。 

 

６． 教育・訓練 

 

（１）本計画の理解の促進 

  本計画の理解を促進し災害時に適切な行動ができるよう、本府幹部会等において本計

画の内容を幹部レベルに対し日頃から周知徹底するとともに、各職員は普段から本計画

に目を通し、理解するよう努めるものとする。 

また、非常時優先業務実施部局においては、実施する業務内容の職員への周知に努め、

人事異動期にも適切に新しい体制が構築されるよう努める。 

 

（２）教育・訓練計画 

  大臣官房関係部局を中心に、職員の対応力を高めるための教育、及び定期的な安否確

認等の訓練を実施する。 

 

（３）訓練成果の反映 

  訓練の結果明らかになった課題等について、本計画及び各部局で行う非常時優先業務

の業務内容に的確に反映するように努める。 


